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＜組合からの質問事項と会社回答＞
１．会社は「新型コロナウイルス感染症の影響による厳しい経営状況から脱

べく、・・・業務改革を強力に推進し、経営体力の再強化を図る」としてい

る。

①再強化にはどの程度の年月を見込んでいるのか明らかにすること。

《回答》

再強化の達成年月は、できるだけ早いことに越したことはないと考える。

今は赤字であり、事業をしても儲けが出ている状況ではないので、このよう

な状況では、決して健全経営ではない状況である。望ましくない。そのよう

な状況から早く脱却しなければならない。令和３年度もそれを目指してきた

が、厳しい状況である。令和４年度も引き続き、そういう状況から脱却をす
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リニア建設財政投融資資金あと５年で底を突く！

リニア建設は直ちに中止せよ！
「令和４年度運営方針について」経営協議会

本部は４月１日、「令和４年度運営方針について」の経営協議会を開催しま

した。経営協議会開催の前段で、組合は不満を表明しつつ、2022年度賃金引き

上げ夏季手当について、妥結通告をしました。

会社は、2022年度重点施策として、安全・安定輸送確保、輸送サービスの充

実、中央新幹線計画の推進、超電導リニア技術のブラッシュアップ及びコスト

ダウン、業務改革の推進、営業施策の強化、技術開発の推進、グループ事業の

推進、高速鉄道システムの海外展開、社員育成及び労使関係の充実、持続可能

な社会の実現に向けた取り組みの説明を受けました。

本部は、「54才原則出向制度は出向取り消しや解除が相次いでいる。明らか

に破綻しているので、54才原則出向をやめろ」「出向先で賃金の不支給が発生

している。出向者に対して無責任である」「３兆円の財政投融資を１兆円を使

い果たし、あと５年で底を突く。現在の経営状態で資金調達ができない。リニ

ア建設は直ちに中止せよ」と強く主張しました。
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るという取り組みを進めて、できるだけ早く、そういう状況から脱却すべき

と考える。どれだけの年月というのは難しい質問である。できるだけ早くに

越したことはないので、脱却できるように業務改革をはじめ種々の取り組み

をして行こうと考えている。

②どのような状態を再強化された状態というのか明らかにすること。なお、

昨年の経営協議会では「コロナ禍の状態の前の状態に戻ること」が再強化さ

れた状態と回答している。ＪＲ他社は「コロナ禍の状態の前の状態には戻ら

ない」としている。ＪＲ東海における「コロナ禍の状態の前の状態に戻る」

こととは、どのような状態を指すのか、会社の考え明らかにすること。

《回答》

コロナ禍の前のような状態、安定的に利益が確保できて、その利益を基に

再投資をしっかりして、次の安全対策をして、社員に対して賃金を払うとい

う形を、早く取り戻すことが大事である。安定的に事業が継続できるような

状態が、再強化された状況と考えるので、その状態に向けてしっかりやって

いきたい。

③ＩＣＴのフル活用について、令和４年度として、具体的に明らかにするこ

と。

《回答》

ＩＣＴの活用であるが、ＩＣＴの通信技術や技術開発を活用した形になる

ので、メニューを増やすことや、内容を深掘りしてやっていきたい。

２．東海道新幹線の脱線防止ガード敷設について、２０２１年度は予定通り６

４㎞敷設できたのか明らかにすること。また、２０２２年度以降の敷設計画

と完了目途を明らかにすること。

《回答》

脱線防止ガードは令和３年度の計画は６４㎞だったが、概ね計画通り進ん

でいる。令和４年度の計画は５０㎞である。脱線防止ガードの敷設は７割強

のところまできている。まずはしっかり計画の５０㎞をやる。

３．リニア中央新幹線については「…柔軟性を発揮しながら、健全経営と安定

配当を堅持し・・・着実に推進する」としている。組合は、工事については

静岡工区のみならず、各地で遅れていると認識している。

①柔軟性とは何か、明らかにすること

《回答》

柔軟性とはリニア建設は長期に亘るので、金利や物価、労務費、地価の変

動等、外部環境や経営状況が変化する中で、膠着的にプロジェクトを推進す

るのではなく、必要によって工事ペースを調整する等、柔軟に対応しながら
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適切に判断しプロジェクトを推進していく。

②工事の遅れ状況を明らかにすること

③２０２７年度に品川・名古屋間が開業できるのか、明らかにすること。

《回答》

開業時期については、南アルプス静岡工区においては、大井川の水資源影

響について静岡県、流域市町との理解が得られず、工事に着手できない状態

が続いている。なので２０２７年開業は難しい状況は変わっていない。

静岡工区以外の工区でについては、工程はタイトであるが、それぞれの工

区で苦労はあるが、着実に進めている状況である。静岡工区の見通しが立っ

ていないので、現時点でどの程度、開業が遅れるかの明言はできない。可能

な限り早期の開業を目指して取り組んでいく。

４．「大井川水資源問題に関する中間報告」では「ＪＲ東海は、中間報告の内

容を十分に理解し、有識者会議におけるこれまでの助言・ 指導等を踏まえ

て作成した取組み資料に基づき、水資源利用への影響の回避・低減に 関す

る取組みを適切に実施すべきである。また、大井川の水利用をめぐる歴史的

な経 緯や地域の方々のこれまでの取組みを踏まえ、利水者等の水資源に対

する不安や懸念を再認識し、今後、静岡県や流域市町等の地域の方々との双

方向のコミュニケーションを十分に行うなど、トンネル工事に伴う水資源利

用に関しての地域の不安や懸念が 払拭されるよう、真摯な対応を継続すべ

きである。」などとされている。このことは、大井川流域のみならず、沿線

各地の住民の方々や自治体へのこの間の会社の対応にについて、指摘がなさ

れたものと考える。会社の見解を明らかにすること。

《回答》

２０２１年１２月に国土交通省の大井川水資源に関する、有識者会議から

中間報告が出された。２０２１年９月に流域市町の長とも意見交換を実施し

ている。中間報告を受けて理解を得られるよう、真摯に対応していく。現在、

中間報告を受けて利幅対応とモニタリングの具体化に取り組むと共に、地域

の不安や懸念を払拭するため、分かりやすく説明すると考えていて、県や有

識者会議と相談しながら進めていく。沿線への対応として、３月１日に静岡

支社内に副支社長というものを配置した。地域の対応として副支社長や担当

課長を配置して、役割を充実させている。

５．リニア中央新幹線開業後、ＪＲ東海は黒字経営ができるのか明らかにする

こと。

《回答》

健全経営と安定配当を堅持しながら工事を進めていく。開業後も健全経営

と安定配当を出しながら、運営していくことは当然なことである。現時点で
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は開業後の経営見通しについては示していないが、黒字で経営していく考え

である。

６．２０２２年度も基本給のベースアップなし、夏季手当についても２.２箇
月の支給月数となった。これが、健全経営といえるのか？ＪＲ東海労はリニ

ア中央新幹線建設反対の立場を変えるものではないが、経営状況等を鑑みて、

建設はいったん立ち止まるべきと考える。会社の見解を明らかにすること。

《回答》

２期連続の赤字予想であるが、そうは言っても社員の頑張りを踏まえて、

ベアゼロだが定期昇給を実施している。夏季手当２．２ヶ月支給する。会社

は社員の努力に報いていることを理解していただきたい。

リニア建設はいったん立ち止まることは考えていない。

７．またもや、新幹線地本所属の組合員の就業規則第２８条の２に基づく出向

（５４才原則出向）が解除となった。相次ぐ出向解除や出向者に対する賃金

未払い変形労働時間制に違反する勤務作成などが発生している。会社として

責任をもって出向させたとは考えられない。５４才原則出向制度に基づき出

向させた社員全員の希望を調査し、元職場に復帰させるなどの対応を行うこ

と。

《回答》

個別の話は申し述べないが、出向については業務上の必要に基づいて、本

人の適性、能力、希望等を勘案して実施しているもので、希望調査や元職場

に復帰と言われても、会社が勘案して人事異動を行っているので、会社が適

切に対応していく。

１．コロナ感染症の第７波到来の警戒が報道されている。いわゆる「マン防」

は解除され、鉄道利用者も増加してきたと感じている。しかし、感染防止対

策は職場内、列車内を含む施設内で継続して行うべきと考える。会社の考え

を明らかにすること。

《回答》

これまでも当社は感染対策を行っており、職場内で感染拡大は無かった。

業務に大きく支障をきたすこともなかった。会社と現場社員が高い意識を持

って、感染対策を実施している。引き続き行っていく。感染対策をしながら、

事業を進めて行くと考える。

<主なやり取り>
組合：新幹線乗務員の５４才原則出向は昨年７月より始まったが、出向が取消

しになったり、人によっては２度も出向が取消しになっている。ここにき
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て出向先で賃金の未払いが発生している。これが現実である。本人と話を

したが、本人いわく「昨年７月出向に出され、出向先で苦労をしたが、１

年も経たないうちに出向解除かよ。俺の人生弄んでいるのか」と怒ってい

た。このようなことが起きることは、５４才原則出向そのものが破綻して

いるとしか言いようがない。５４才原則出向制度を止めること等を、当該

の鉄事を指導せよ。

組合：業務の必要に応じて「適正、能力、希望を勘案して」と言われたが、私

は清掃会社に出向に出された。どのような業務内容かと言えば、朝から晩

まで便所清掃をしている。私は出向前は新幹線の乗務員だった。全く希望

していないのに一方的にそういう会社に出向させられた。何が勘案されて

いるのか。

会社：会社は適切に人事異動を行っている。受け止めの違いである。

組合：しかも、出向先のいたる所で賃金の不支給が発生している。全く無責任

である。

会社：無責任ではない。個別具体的に追給している。

組合：不支給自体が発生することが、無責任と言っている。

会社：会社として適切に行っている。追給事象が分かれば追給している。

組合：追給しているからいいんだとの認識か。

会社：もちろん追給して反省している。

組合：本人に追給の説明と謝罪すべきである。

会社：適切に行っている。

組合：適切にやっているならば、なぜ不支給が起こるのか。

会社：適切にやっていても、間違いが起こることはあり得る。

組合：たかが１件や２件ではない。何件発生したのか。

会社：件数については分からない

組合：そこが無責任である。

会社：受け止めの違いである。

組合：受け止めの問題ではない。

会社：しっかり反省して、同じことが起こらないようやっていく。

組合：同じことを起こさないようにするには、５４才原則出向を白紙に戻して、

出向先から戻せ。

会社：次元の違う話である。引き続きやっていく。

組合：不支給が発生しているのは、事務統括センターが担当か。

会社：賃金の支払いについては事務統括センターである。

組合：考えられる原因を本社はどう考えているのか。要員の問題か。同じ人が

２件３件と発生している。

会社：要員は適切に配置している。不支給はあったが、今後はないようにやっ

ていく。

組合：賃金の未払いは重大なことであり、あってはならないことである。会社
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として重大なことという認識に立って対処せよ。現場の社員だって不安を

抱いている。本音である。

会社：意見があったことは承るが、当然良くないことを自覚している。今後こ

のようなことがないようにやっていく。

組合：組合から３月２５日に不支給の申し入れをしたので、窓口回答ではなく

団体交渉を開催せよ。

会社：意見として伺う。

組合：リニアで柔軟性と言われたが、経営が悪いのだから、組合は一旦立ち止

まれと主張する。しかし、建設は続けることは矛盾しないか。

会社：工事を続ける資金２兆円弱確保している。この資金を使用しながら工事

を続けることは問題はない。

組合：現場の声として「経営状況が悪いのに建設を進めていいのか」との声で

ある。「３世代の鉄道が果たして成り立っていくのか」と若手社員からも

声が上がっている。

会社：リニア建設の目的は変わるものではない。新幹線の経年劣化対応、大規

模災害への対応、二重系バイパス機能をつくることには変わりはない。会

社が倒れるようなやり方はしない。会社が倒れないよう工事ペース等を調

整しながらやっていく。

組合：今は立ち止まる絶好の時期である。

会社：会社はそう認識していない。

組合：社員の賃金はどうなるのか。

会社：赤字の中でも賃金は支払われている。配当も６５円を出している。

組合：我々の認識は違う。将来本当に大丈夫なのかという認識である。

組合：資金２兆円弱と言われたが、財政投融資からの資金である。残りをこの

ままのペースでつぎ込んでいくと、あと５年位しかもたない。コロナで先

行きがわからない。収入が望めないならば、その時が危ない。

会社：その通りで財政投融資を活用している。あとは今まで稼いできた資金と

借り入れによって対応していくこととなる。財政投融資を使い果たした場

合、考えていかなければならない。

組合：解離入れ限度が７兆円まで可能としているが、そのような事態になった

ら破綻の危機であり、会社が破綻したら困る。先を考えて現に離職者が増

えている。

組合：令和４年度のリニアへの投資額３，７５０億円としているが、昨年と比

べて５５０億円減っている根拠は何か。

会社：昨年度は４，３００億円の計画だったが、まだ決算が出ていないが、こ

れを下回るものである。今年度も同様な動きになるのではないか。その中

でコストを下げていくことと、用地取得がピークを越えたためである。ま
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た当然静岡工区が着手していないので、今年度は静岡工区への建設投資は

ない。

組合：下回ることは工事の遅れも起因しているのではないか。

会社：工事の遅れは箇所箇所である。特にシールド工事について、外環事故を

受け、調査掘削を実施し、住民に丁寧な説明をしている状況であり、本掘

削には入っていない。シールド工事は安全に慎重に進めている。

組合：調査掘削は２０２１年１０月１４日となっているが、実施していないの

か。

会社：調査掘削はスタートしている。５０ｍ位進んでいる。

組合：本格掘削はいつ頃になるのか。

会社：現段階は示すことができない。本格掘削をする場合は、地域住民に調査

掘削の結果を説明することになっている。その後に本格掘削となる計画で

ある。

組合：調査掘削はどの位の長さを計画しているのか。

会社：名古屋方面に３００ｍを予定している。

組合：沿線の方から「年明けまで動いていない」と聞いた。

会社：安全を第一に慎重にやっている。

組合：調査掘削は進んでいるのか。

会社：進めてはいるが、シールドマシンの後に台車的なものを接続していかな

ければならないので、接続時は中断となる。

組合：３００ｍの調査掘削後、住民説明会はいつ頃になるのか。

会社：時期はまだ分からない。

組合：２０２７年開業は難しいと言われたが、南アルプス静岡工区は着手でき

ていないので一番のネックなのか。

会社：そうである。

組合：計画より半年以上遅れている工区はどれ位あるのか。

会社：長い計画なので工区で事情はある。一番は南アルプス静岡工区であるが、

契約は済んでいる。

組合：南アルプス静岡工区のような工区はないのか。

会社：これから契約して着手する工区もある。苦労をして進めている。

組合：用地取得は終了したのか。

会社：名古屋駅周辺は９割取得済み。沿線は権利者の人員の５０％を取得した。

組合：２０２７年までには、静岡工区以外は開通している認識か。

会社：それは違う。静岡工区が着工となった時に、それに併せて各工区がスケ

ジュールを併せることになる。

組合：２０２７年開業は難しいとしているが、新たな開業時期を設定しないの

か。

会社：現時点では考えていない。

0以 上
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